
働きやすい職場環境

日本化薬では賃金・賞与、労働時間と休日、労働安全衛生、福利厚生、服務規律等の労働条件に関する事項は、入社時教育の必須事項とし

ています。これらは常に社内イントラネット等に掲載しており、従業員はいつでも閲覧することができます。

また、人事労務担当者会議等を定期的に開催して、各事業場の人事担当者を通じて、従業員への情報共有や教育も行っています。こうした

取り組みによって労働基準の浸透の徹底を進めています。
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昨今の企業競争力優位性は、製品だけでは差別化しにくい世の中に変化しており、製品・サービスを提供する「人」が大きな要素となって

います。当社においても、いかに人材を活かすかが重要なテーマとなっており、これまで以上に従業員一人ひとりの働きがい・生きがいを

高めることが、企業価値のさらなる向上に繋がると考えています。

2023年度は当社として初めてエンゲージメントサーベイを2,204名の従業員（正社員、準社員、パート社員、シニアパートナー含む）を対

象に実施しました。

日本化薬グループ全体のスコアは47.1となり、世の中の平均よりもやや低い結果となりました。全社視点で見ると、働きやすさや上司の支

援・職場の一体感は高い一方で、制度・処遇に対する満足度や事業の将来性は低い傾向にあります。市場競争に勝てる強い組織になりきれ

ていない状況があることを示唆しており、組織文化や制度に改善の余地があります。次年度以降もこのような課題を解決するために、経営

陣・人事部（M-CFT・M-5働き方改革チーム※）、各事業場一丸となり、スケジュールを組んで改善活動を進めています。

※ M-CFT（マテリアリティ・クロスファンクショナルチーム）

M-CFTは、全社的な経営課題を解決するために、複数の部門から選出されたメンバーによって構成される全社横断的チームです。全社重要課題の取り組み

の浸透や各課題解決のスピードアップを図るため、全社プロジェクトで活動します。

従業員エンゲージメントサーベイの結果

指標 対象範囲 単位 2019 2020 2021 2022 2023

回答率 単体 % - - - - 85.9

従業員エンゲージメントサーベイ 単体 スコア - - - - 47.1

今後も従業員の満足度や働き甲斐をエンゲージメントサーベイで可視化し、さらなる強みを目指します。

従業員の仕事と育児および介護との両立、一人ひとりが生産性を高め、個々の能力を最大発揮し、働きがいのある職場を実現していくこと

目的に次世代育成推進や女性の一層の活躍推進、各種制度・施策を導入に取り組んでいます。

また、ワーク・ライフ・バランスを充実させるため有給休暇のさらなる取得率向上を目標として「アニバーサリー休暇制度」を設けるな

ど、有給休暇の取得しやすい職場環境づくりにも尽力しています。

取り組み

従業員エンゲージメントの向上

今後の取り組み

ワーク・ライフ・バランスの推進

次世代育成支援対策行動計画（計画期間2022年4月1日～2025年3月31日）

行動計画（第4回：2022年度～2024年度）

進捗状況（2023年度）
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制度名 内容

フレックスタイム 本社と研究所の一部で導入。

育児休業 一定の要件を満たしている場合、お子様が2歳になるまで取得可能。

育児支援休暇 育児休業のため男女を問わず10日間の特別有給休暇が取得可能。

子供看護休暇
従業員のお子様である未就学児童の看護のために10日間（健診や予防接種の場合は5日間）の休暇が取得可能（有

給）。また、半日単位での取得も可能。

アニバーサリー休暇 従業員本⼈、同居親族誕⽣⽇、お⼦様の⼊学式、卒業式、授業参観⽇に最大3日間の年次有給休暇の取得が可能。

介護休業 対象のご家族1名につき、1年を限度として取得可能。

短時間勤務制度
小学校6年生以下のお子様の育児の場合は所定労働時間を30分単位最高2時間、家族の介護の場合は所定労働時間を30

分単位最高3時間まで短縮が可能。

在宅勤務 本社、研究所、医薬営業職で導入。

時差出勤
事業場で定める所定の始業終業時刻および1日の所定労働時間を基準として、30分単位で最大2時間、始業時刻を繰上

げ、繰下げが可能。

年次有給休暇 奨励日を年に複数回、夏季の期間には連続3日間の取得も奨励。

半日有給休暇 年間30回を限度に半日単位での取得が可能。

計画的年次有給休暇 本社事業場において5月連休時に労使協定により設定（1～3日程度）。

時間単位年次有給休暇 年間最大3日分（24時間）を限度に1時間単位の年次有給休暇取得を試行実施中。

特別有給休暇
失効する年次有給休暇を最大60日間まで保存し、本人やご家族の私傷病、育児や介護、子供看護、ボランティア参

加、骨髄ドナー、入社10年・20年・30年到達のアクティブライフ休暇等の事由により取得可能。

有給休暇

指標 対象範囲 単位 2019 2020 2021 2022 2023

年次有給休暇年間平均取得日数 単体 日 11.1 12.2 11.1 12.0 13.3

年次有給休暇取得率 単体 % 60.1 65.8 59.8 63.7 72.8

育児

指標 対象範囲 単位 2019 2020 2021 2022 2023

産前産後休暇取得開始※1 単体 人 13 13 11 22 21

育児休業取得開始※1
男性 単体 人 5 11 9 27 50

女性 単体 人 13 13 11 22 16

育児休業制度の取得率※2
男性 単体 % 11.9 31.4 27.2 69.6 78.5

女性 単体 % 100 100 100 100 100

出産・育児休暇取得後の復職

率

男性 単体 % 100 100 100 100 100

女性 単体 % 100 100 100 100 100

出産・育児休暇取得後の定着

率

男性 単体 % 100 100 100 100 100

女性 単体 % 100 100 100 100 100

育児短時間勤務取得

男性 単体 人 2 0 1 2 3

女性 単体 人 31 43 42 48 52

※1 前年度から年度をまたいだ休職者は含まない

※2 2022年は育児休業等および育児目的休暇の取得割合（第71条の4第2号）の方法より算出しました。

ワーク・ライフ・バランス推進のための各種制度 介護

指標 対象範囲 単位 2019 2020 2021 2022 2023

介護休業取得者数 単体 人 1 0 0 0 1

介護休暇制度利用者数 単体 人 1 1 0 2 3

日本化薬では労働時間の適正な把握と長時間労働の削減に取り組んでいます。具体的には労使からなる労働時間管理専門委員会を設置し、

労働時間管理の実態調査およびその対策と取り組み状況について、各事業場へ年2回の報告を求め、内容を確認しています。

また、管理監督者、人事労務担当者への教育を実施するとともに、労使共催による学習会も実施しています。

労働時間に関する法令や36協定（当社と労働組合の間で時間外労働の上限を取り決めた協定）の遵守と並行して、時間外労働時間は「原則

月45時間以内、最長月80時間までを遵守する」と制定しています。

さらには入退場管理、客観記録管理、管理監督者も対象とした時間外労働管理も適切に行うなど、法令の遵守に留まらないさまざまな取り

組みを行っています。

労働時間

指標 対象範囲 単位 2019 2020 2021 2022 2023

従業員1人当たり年間総労働時間 単体 時間 1,911 1,885 1,911 1,896 1,876

月平均時間外労働 単体 時間 12.7 11.3 12.7 11.9 11.2

日本化薬グループは、日本化薬グループ人権方針において性別・年齢・国籍・人種・宗教・障がい・出身・祖先・信条・政治的見解・性的

指向・婚姻の有無・雇用形態その他の差異に基づく差別を容認しないと定めています。人事賃金制度においてもジェンダー間で統一された

報酬体系を適用しています。また、最低賃金、時間外割増賃金、同一労働同一賃金に関する法令を遵守し、最低賃金を超える賃金の支払い

を行っています。

給与

指標 対象範囲 単位 2019 2020 2021 2022 2023

平均年間給与

男性 単体 千円 7,526 7,423 7,683 8,003 7,704

女性 単体 千円 6,119 6,133 6,366 6,707 6,336

全体 単体 千円 7,307 7,224 7,477 7,801 7,488

労働時間の適正化と長時間労働の削減

賃金管理
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⽇本化薬株式会社と⽇本化薬労働組合は、1998年の労働協約再締結以来、現在も労使相互の信頼関係に基づいた健全な関係を維持していま

す。ユニオンショップ制により、管理職や契約社員など⼀部の従業員を除いた労働組合加⼊率は100%です。

会社は、組合に対し可能な限り情報を開示し、誠実に対応することを協議⽅針としており、事業運営方針や安全衛⽣⽅針等について、経営

幹部より組合へ直接伝える中央労使協議会を年3回開催しています。また、中央経営懇談会も毎月開催し、会社の状況に関する情報の共有

化・相互理解を深めるとともに、課題解決に向けて協議しています。

労使協議の内容や結果は、従業員に向けて各部⾨で速やかに伝達されるように努めています。

⼀⽅、各事業所個別の課題については、各事業場労使協議会を年1回、各事業場経営懇談会を毎⽉開催し、認識の共有と協議・意⾒交換を

実施し、働きやすい労働環境の実現を⽬指しています。

労使協議会開催実績

会合名 内容
2023年度の

開催回数
出席者

中央労使協議会

会社の経営方針や決算、事業戦略、環境安全衛生方針等につ

いて、会社役員が労働組合役員に説明し、課題解決に向けて

協議

3回
会社：役員、関係部門所属長、人事部

労働組合：本部役員、支部長全員

事業場労使協議会
事業場の方針や事業計画等について会社が労働組合に説明

し、課題解決に向けて協議
1回

会社：事業場の経営幹部（工場長や管理部

長、製造部長、技術部長など）

労働組合：支部執行委員

中央経営懇談会

会社の事業計画、新規事業、経営状況および生産・販売・研

究状況、生産技術の改善、要員計画等に関する事項について

会社から労働組合役員に説明

12回
会社：人事部管掌役員、人事部

労働組合：本部役員

事業場経営懇談会

事業場の事業計画、新規事業、経営状況および生産・販売・

研究状況、生産技術の改善、要員計画等に関する事項につい

て会社から労働組合役員に説明

12回

会社：事業場の経営幹部（工場長や管理部

長、製造部長、技術部長など）

労働組合：支部執行委員

働き方に関する専門委員会

労働時間管理、次世代育成支援、女性活躍推進、高年齢者雇

用、福利厚生制度、各種休暇制度、人事制度、人材教育、育

児・介護等について意見交換し、課題解決に向けて協議

5回 会社3名、労働組合3名

結社の自由

指標 対象範囲 単位 2019 2020 2021 2022 2023

組合加入者数※1 単体※3 人 1,871 1,753 1,695 1,687 1,697

組合員比率※2 単体※3 % 100 100 100 100 100

※1 各年度、3月31日時点での人数

※2 組合加入者数/有資格者数（管理職や協定で定められた人を除く）

※3 一部関係会社を含む

労使関係

日本化薬の各事業場および一部のグループ会社では、年間計画に基づき内部監査として環境安全衛生診断を実施しています。環境安全衛生

診断には、原則として労働組合本部および被診断事業場・グループ会社の労働組合支部が参加します。

環境安全衛生診断では、環境保安部・環境保安担当者・労働組合を中心とした診断チームがレスポンシブル・ケア方針・計画に対する進捗

状況や活動の実績などを会議・書類・現場巡視を通して確認します。労働組合側からの視点でも問題点などを指摘し、労使一体となった安

全衛生水準の向上を図っています。

2023年度は環境安全衛生診断を現地で実施しました。レスポンシブル･ケア進度確認表を用いたレスポンシブル･ケア活動の進捗、過去の事

故事例の原因究明をもとに再発防止を目的とした潜在リスクの洗い出しや、製造工程のリスクアセスメント実施状況について重点的に確認

しました。

今後も従業員が心身ともに健康で安心して働くことができる職場環境の整備に向け、労使間の対話を重視して取り組んでいきます。

日本化薬では、次のような福利厚生制度を導入しており、従業員の生活を支援しています。

福利厚生制度 内容

社会保険 健康保険、厚生年金、介護保険、雇用保険、労災保険

資産形成 財形貯蓄、従業員持株会、譲渡制限付株式インセンティブ制度

人材育成 留学制度

自己啓発 資格取得補助

年金 確定給付企業年金制度

住居 寮・借上社宅

育児・介護 休職制度、育児用品・介護関連費用補助

その他 カフェテリアプラン

2023年度、日本化薬（単体）における労働基準法違反の事例はありませんでした。

労働基準法違反件数

指標 対象範囲 単位 2019 2020 2021 2022 2023

労働基準法違反件数 単体 件 - - - 1 0

労働組合との労働安全衛生への取り組み

福利厚生

労働基準違反報告
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